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はじめに
近年主要先進国を中心に多くの国が科学技術の振興に力を入れている。各国の研究開発費総額・研究者総数・政
府の科学技術予算等あらゆる科学技術関係数値が急速に増大している。科学技術振興への政策的ウェイトの高まり
も主要国に共通の現象となり、以下のような多様な科学技術政策が展開されるようになった。即ち、教育による科
学技術系人材の育成・研究開発を実施する上で必要となる高度な科学技術系インフラの整備・科学技術成果の産業
への移転システムの整備・外国人研究者や外国での科学技術成果等の海外の科学技術力の吸収・そして多様な研究
課題の実施を促進し同時に研究者と研究機関間競争を活性化させる競争的研究資金制度の展開などである。（1）
科学技術発展の最も根源的な要素は純粋な研究者の学問的探究心からの頭脳に根ざす知的創造活動である基礎研
究にある。特定の経済的利益ないし開発利益を目的としない基礎研究から未来の革新的技術の核となる発想・発見・
アイディアは生まれる。それらを応用し開発へと結びつけることで実用的な革新的新技術は創造できる。革新的技
術を製品化・産業化する中で国の経済的利益は拡大していく。そして基礎研究成果の最大化を目指すのが競争的研
究資金制度（Institution for Competitive Research Grants : ICRG：以下ICRGと呼ぶ）である。ICRGは研究資金配
分機関が広く研究者・研究機関に対して研究課題を募り提案された研究課題の中から専門家による評価に基づいて
実施すべき課題を採択し研究者・研究機関に競争的研究資金（Competitive Research Grants : CRG：以下CRGと呼
ぶ）を配分する制度である。実際、世界で最も基礎研究振興政策が進んでいるアメリカでは、NIH（National Insti-
tute of Health）・NSF（National Science Foundation）・NASA（National Aeronautics and Space Administration）・
DARPA（Defense Advanced Research Projects Agency）といった巨大な科学政策機関（Science Policy Agency : 
SPA）によって配分されるCRGが米国の基礎研究力を上昇させている。アメリカでは政府の科学技術振興予算の約
30％がCRGに投入されCRG配分を展開するICRGこそ基礎研究振興政策の中心という認識が一般的になっている。（2）
ICRGは日本においても基礎研究振興政策の中心になってきており、中長期的に国全体の基礎研究力を決定する重
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要な制度になってきている。日本のICRGは特に1990年代以降急速に発展し、近年多様な制度設計上の変革がくり返
され洗練されたものになってきた。本稿においてはICRGの機能を確認した後に日本のICRGの高度化を進めた各種の
ポリシービジョン、特に最新のポリシービジョンである2007年の総合科学技術会議（Council for Science and Tech-
nology Policy : CSTP）の基本政策推進専門調査会による『競争的資金の拡充と制度改革の推進について』に絞り考
察したい。
１．ICRGの機能と重要性
ICRGは国の研究開発活動に対して多様な影響を及ぼしながら科学の発展を進めていく制度である。最初にICRGの
主要機能を確認したい。
第1に潜在的に卓越した研究課題を吸い上げ、特定の研究を促進する機能がICRGにはある。基本的に研究活動は
一定の研究資金、時として多額の研究資金を必要とする活動である。（3）研究資金不足のために伸長できないような研
究課題があっても、ICRG からのCRGを供与することでそれらを発展させることができる。
第2に研究者間での研究競争を促進し国全体の研究者能力の水準を上昇させる機能がある。例えば、米国の研究活
動のウェイトが高い大学では、CRGの獲得が研究者の給与、雇用契約、ポスト、昇進に連動するシステムが機能し
ているためCRG獲得競争をベースに研究者間で研究活動における有効な競争が形成され、結果として米国全体の研
究者レベルが上昇している。
第3にICRGは研究機関に対してもCRG獲得競争を軸とした競争を促進し、国全体の研究機関水準の上昇をもたら
す機能を有している。CRGは研究者に直接配分される直接経費と研究者が所属する研究機関に配分される間接経費
（Indirect Cost or Overhead）で構成されるのが一般的である。よって間接経費獲得を目指して研究機関間において
激しい競争が生じることになる。（4）結果として国全体の研究機関のレベルが上昇することになる。
このようにICRGは潜在的に有効な研究課題を吸い上げ伸ばし、研究者間と研究機関間に競争を生じさせることで
国全体の研究者・研究機関のレベルを上昇させ中長期的に国全体の研究開発力、特に基礎研究力の上昇に寄与する
重要な制度であると言える。
基礎研究活動の成果である科学知識は実用可能な技術に転換し技術力を上昇させていくことになる。それらの技
術は応用・開発研究を通じて製品化されその製品の量産が実現していけば新しい産業を形成することになる。技術
の多様な産業への応用によって産業力が強化されることは国家の経済力総体を高め、高度にグローバル化する世界
での自国のプレゼンスを強めることになる。即ち、ICRGは中長期的に基礎研究力・技術力・産業力・経済力を伸ば
しグローバル化する世界での国家のプレゼンス強化への遠因ともなる最も根本的なファクターである。アメリカが
基礎研究力を強化するためにICRGを重視するのは当然である。（5）
２．ICRG高度化のバックグラウンドとしてのポリシービジョン
 
日本においてはICRGは科学技術政策の重要性が認識され始める1980年代から科学技術政策の政策領域の一つとし
て登場し、科学技術基本法が成立し科学技術政策が加速する1990年代以降に制度的洗練化への本格的な改革が開始
された。（6）そして2000年以降に制度設計上の多様な個別のファクターに関して高度化への取組が実行されてきた。
ICRGの高度化を推し進めたドライビングフォースとして世界・国内の科学技術政策に関する広範な情報の収集・
分析であるポリシーリサーチから生み出されるポリシービジョン（Policy Vision）の提示があった。即ち、ICRG高
度化を実現していくための政策実践のバックグラウンドとしての科学技術会議・総合科学技術会議・政府等による
政策方針としてのポリシービジョンである。（7）多数のポリシービジョンによって、ICRG高度化への提言が繰り返さ
れそれらを受けて政策実践が展開されICRGの現実的具体的な変革が実現していった。各ポリシービジョンで提示さ
れた政策案には、いまだ実現していない政策内容も複数あるが、時間をおいて多数の政策案は政策実践に転化して
いった。政策実践の累積によって確実にICRGは高度化してきている。
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図１：科学技術政策におけるポリシーリサーチ・ポリシービジョンの位置
1980年代以降のICRGに関する主要なポリシービジョンは表1に示される通りである。その中でも現実のICRGの制
度設計上で実現につながった提案は多い。例えば、1992年の『第18号答申』以来、大半のポリシービジョンにおい
てCRG拡充が訴えられてきた。実際、日本のCRGは1992年の約800億円から2007年には4,766億円まで拡大した。
2000年の『科学技術基本計画についてに対する答申』において始めて、「間接経費」導入についての提案がなされた。
2007年時点で日本の37のICRG全てにおいて間接経費が措置されている。（ただし特定のICRG内の複数のプログラム
において間接経費が措置されないものもある）
2001年の『第2期科学技術基本計画』においては、間接経費の対直接経費比率30%の提案や、研究機関による配分
研究資金管理の原則が提案された。2001年の『競争的資金の制度改革について（意見）』の中で始めて明確に「PD・
POの設置」が明らかにされた。2006年度時点で32制度でのべ52人のPD、34制度でのべ459人のPOが配置され、日本
の大半のICRGでPD・PO設置が実現した。（8）
2002年の『競争的資金制度改革について中間まとめ（意見）』では、①研究従事者人件費の直接経費計上の拡充、
②若手研究者向けCRGの拡充、③若手研究者の研究活動上の独立性の向上（学校教育法での助教授・講師・助手の
職務規程見直し）、④1課題当たり研究費・研究期間の適切化、⑤配分研究資金の弾力的運用（費目間振替制約の弾力化）
などが提案され、それらは全て実現された。
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2003年の『競争的研究資金制度改革について（意見）』では、①応募対象研究者制限の緩和、②若手研究者の任期
付任用の定着、③配分CRGからのポストドクター・大学院生への給与の付与、④各ICRG間調整のためのPD会議の設
置、⑤年度間繰越の拡大、⑥利害関係者排除規程の制定、⑦評価結果等の開示、⑧電子システム化の促進、⑨独立
したCRG配分機関の確立、⑩各ICRGでの制度評価の実施などが提案されたが、スケールに差はあるものの全てのア
ジェンダは現実の政策実践に転化していった。
2005年の『諮問第5号「科学技術に関する基本政策について」に対する答申』では、①審査員の増員等審査体制の
抜本的強化、②CRG配分機関における実務機能の充実・強化などが提案され、2006年の『第3期科学技術基本計画』
では、①国立大学法人運営費交付金配分における競争原理的要素の導入、②外国人研究者の審査員への登用等によ
る審査体制の高度化などが提唱されたが、現在それらは現実化の過程にある。
表１：1980年代以降のICRG高度化への主要ポリシービジョン
年 ポリシービジョン 主要重点政策案等
1984 第 11 号答申（科学技術会議） ●国の研究資金運用効率化の必要性
1992 第 18 号答申（科学技術会議） ●CRGの拡充
●CRGの国立試験研究機関への受入の円滑化
1992 科学技術政策大綱（政府） ●CRGの拡充
1996 第1期科学技術基本計画
（政府）
●CRG全体の大幅拡充
●特に科学研究費補助金・科学技術振興調整費等の大幅拡充
2000 科学技術基本計画についてに対
する答申
（科学技術会議）
●間接経費導入による研究機関間競争の促進
2001 第2期科学技術基本計画
（政府）
●CRG総額の拡大
●単独研究者による研究の拡大
●1課題当たり研究費・研究期間の充実
●中間評価・事後評価の実施と利用
●評価人材の確保
●評価システムの高度化
●研究課題評価の研究者への開示
●各ICRGでの応募対象の拡大
●研究機関による配分研究資金管理の原則
●間接経費の導入
●間接経費比率の対配分研究費30%の原則
●研究資金配分機関への研究機関からの間接経費使途の報告
●国立学校特別会計の間接経費対応の仕組みの整備
●各ICRGの統合整理
2001 競争的資金の制度改革について
（意見）（総合科学技術会議）
●総合科学技術会議による日本のICRG全体の調整
●PD・POの設置
2002 競争的資金制度改革について中
間まとめ（意見）
（総合科学技術会議：競争的資
　金制度改革プロジェクト）
●米国・英国の先進的ICRGの現状把握
●研究従事者人件費の直接経費計上の拡充
●研究者本人人件費の計上
●間接経費比率の各研究機関対応の柔軟な算定・決定
●若手研究者向けCRGの拡充
●若手研究者の研究活動上の独立性の向上（学校教育法での助教
授・講師・助手の職務規程見直し）
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●各CRG配分機関における評価システムの充実
●PD・POの設置促進
●研究計画申請書の改善
●適切な評価者の選任
●評価内容の申請研究者への開示
●各CRG配分機関での資金配分方針の柔軟な変化
●1課題当たり研究費・研究期間の適切化
●年複数回申請
●外国居住外国人研究者の応募
●配分研究資金の弾力的運用（費目間振替制約の弾力化）
●配分資金による研究開発成果等の機関帰属
●総合科学技術会議による国のICRG全体の調整
2003 競争的研究資金制度改革につい
て（意見）
（総合科学技術会議）
●研究者本人の人件費の計上
●応募対象研究者制限の緩和
●若手研究者の任期付任用の定着
（CRG獲得を軸にしたキャリアパス制度の形成）
●研究従事者雇用制限の緩和
●全ICRGにおける間接経費の導入
●交付申請・配分資金の研究機関管理の徹底
●申請書における研究計画記載部分の拡大
（研究計画中心の評価）
●若手研究者対象プログラムでの配分CRGの拡大
●配分CRGからのポストドクター・大学院生への給与の付与
●各ICRGにおける専任のPD・POの配置
●PD・PO育成の研修の実施
●各ICRG間調整のためのPD会議の設置
●公募・審査・交付時期の早期化
●年度間繰越の拡大
●年複数回申請
●各CRG配分機関による適切な評価者の専任
●利害関係者排除規程の作成
●評価結果等の開示
●大学改革（CRG獲得を軸にしたキャリアパス制度の構築）
●十分な研究計画による評価
●利害関係者排除規程の制定
●電子システム化の促進
●独立したCRG配分機関の確立
●各ICRGでの制度評価の実施
●各省でのICRGの整理・統合
●科学研究費補助金・厚生労働科学研究費補助金配分機能の独立
配分機関移行
●国立大学におけるCRG獲得の給与・人事システムへの反映
●研究者本人人件費の直接経費からの充当
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2003 競争的研究資金制度の評価につ
いて
（総合科学技術会議）
●ICRG評価の目的・視点・実施方法について
2003 競争的研究資金制度の評価
（総合科学技術会議）
●日本のICRG全体の評価
●十分に効率的な資金配分単位の実現
―各制度の評価―
●科学研究費補助金の評価
●戦略的創造研究推進事業の評価
●厚生労働科学研究費補助金の評価
●産業技術研究助成事業の評価
●新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業の評価
●地球環境研究総合推進費の評価
●戦略的情報通信研究開発推進制度の評価
2005 諮問第5号「科学技術に関する
基本政策について」に対する答
申
（総合科学技術会議）
●CRGの引続きの拡大
●全ICRGにおける間接経費30%の実現
●審査員の増員等審査体制の抜本的強化
●CRG配分機能の独立機関への全面的移行
●PD・POの処遇・位置付け等の整理と確保
●CRG配分機関における実務機能の充実・強化
●年度間繰越
●年複数回申請
●審査結果のフィードバック
2006 第3期科学技術基本計画
（政府）
●CRGの引続きの拡充
●全ICRGにおける間接経費30%の実現
●国立大学法人運営費交付金配分における競争原理的要素の導入
●CRG配分機能の独立配分機関への全面的移行
●PD・POの拡充
●CRG配分機関における実務機能の強化
●外国人研究者の審査員への登用等による審査体制の高度化
●審査結果のフィードバック
2007 競争的資金の拡充と制度改革の
推進について
（総合科学技術会議基本政策推
　進専門調査会）
●卓越した研究課題を長期的継続的に支援していくシームレスな
制度設計の構築
●ハイリスク研究（ハイリスクであるがインパクトのある研究）
への支援の強化
●ICRGの整理統合とICRG間連携の強化
●全ICRGでの間接経費30%措置の実現
●CRGによる人件費支給対象者の拡大
●研究成果をイノベーションに連動させる制度の高度化
●若手研究者支援のさらなる高度化
●将来の若手研究者である博士課程在学者への支援の高度化
●外国人研究者招聘等による海外の研究力の活用
●研究費の不正使用防止ルールの高度化
●ICRG運営の独立配分機関への全面的移行
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３．最新ポリシービジョン『競争的資金の拡充と制度改革の推進について』（CSTP･2007）
2007年に総合科学技術会議基本政策推進専門調査会は日本のICRGのさらなる制度改革を目指して、『競争的資金
の拡充と制度改革について』というポリシービジョンを出した。その骨子は表2に示される通りである。第1章では
日本のICRGの現状を分析し発展への課題を明確にし、第2章ではICRG改革の大きな方向性を示している。そして第3
章においてICRG改革の詳細な具体策を提言し、第4章ではICRG改革を新規制度構築・既存制度改革・既存制度での
運用改善の3つのカテゴリーに分類してまとめている。以下各パートの内容を詳細に検討する。
表２：『競争的資金の拡充と制度改革の推進について』の骨子
章
はじめに
第１章：競争的資金の現状と課題 （１） 科学技術政策における競争的資金の位置付け
（２） 競争的資金の現状
（３） 競争的資金制度の課題
第２章：競争的資金制度改革の基本的な方向性
第３章：具体的方策
（１）
イノベーションの種となる基礎研究の多様性・継続性
の確保と出口につなぐシームレスな仕組みの構築
（２） 若手・女性研究者に魅力的な研究環境づくり
（３）
ハイリスクでインパクトのある研究や独創的な研究の
強化
（４） 評価体制の強化
（５）
研究資金の効果が最大になる公正・透明で効率的な配
分・使用システムの確立
第４章：まとめ
「はじめに」では「政府は、第3期科学技術基本計画を策定し、この中で、「モノから人へ」を基本姿勢に掲げ、
我が国の科学技術の革新的・飛躍的な発展の基本的な方策を示した。科学技術を推進する人材育成のためには、競
争的資金によって、独創性を発揮できる人材を多数育成することが何よりも我が国の発展に役立ち、ひいては、人
類の未来に貢献できるものと考える。競争的資金の拡充とその効率向上に向けた改革は、この意味で非常に重要で
ある」としている。即ち、第3期科学技術基本計画において今後の日本の科学技術の発展において最も重要な要素
は研究開発を担う人材にあるという方針が示された。そして研究開発人材を育成する上で最も重要なファクターが
ICRGでありICRGを高度化していく意義は非常に高いとしている。
「第1章：競争的資金の現状と課題：（1）科学技術政策における競争的資金の位置付け」では「イノベーションの
源泉となるボトムアップ型の競争的資金から、社会還元に直結するようなトップダウン型の競争的資金まで、研究
の発展段階や政策目的に応じ、多様な府省・配分機関により、多様な制度が設けられる必要がある。また、この両
者への資金配分が適正にバランスされることが大切である」として、イノベーションの源泉となる研究成果を狙う
研究者の自由な研究課題設定を基本とするボトムアップ型ICRGと、特定の政策課題の解決を狙い研究課題を限定す
るトップダウン型ICRGの両方が必要であり資金配分においても適切なバランスが大切であるとしている。
「競争的資金を活用し、成果の上がった研究の支援を長期・発展的に行う制度設計によって、我が国発のイノベー
ションが、「種」から「実」に育ち、社会・国民に還元することが実現できる」として、CRGによって発生した研究
成果が埋もれることなくその研究成果を社会・国民に還元できるまで発展させるという長期的な制度設計が重要に
なってくるとしている。
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「第1章：競争的資金の現状と課題：（2）競争的資金の現状」では「我が国の科学技術関係予算は、第1期・第2期
の科学技術基本計画に基づく重点的な投資により、厳しい財政状況の下でも着実に措置されており、平成19年度は
約3.5兆円に上る。こうした中で、特に競争的資金については、第2期科学技術基本計画で予算倍増を目標に掲げるなど、
重点的拡充を図っており、平成19年度予算では4,766億円に上り、科学技術関係予算に占める割合が13.6%となってい
る（平成12年度は2,968億円、同じく7.9%）。また、競争的資金の制度数が、平成12年度の7省22制度から平成19年度
には8府省37制度に大幅に増加し、一層の多様化が進んでいる。なお、諸外国の状況を見ると、競争的資金の定義や
範囲が異なる（特に人件費や大学院生の生活費などの取扱い）ため、単純な比較はできないが、例えば、競争的資
金を活用し、研究競争力で世界の先頭に立っていると言われている米国の2005年度の競争的資金は404億ドル（約4.5
兆円※）、政府研究開発費1,299億ドル（約14.3兆円※）に占める割合は31.1%となっており、我が国の規模とは大き
な開きがある※2005年のIMF為替レート（1ドル110.22円）で換算」としている。つまり、日本のCRG予算額は2007
年度（平成19年度）に4,766億円になり科学技術関係予算に占める割合も13.6%になったと、CRG総額、科学技術関係
予算に占めるCRGシェアの拡大の点では一定の評価をしている。しかし、研究競争力で世界のトップを走るアメリ
カでは、政府研究開発費約14.3兆円の31.1%に相当する約4.5兆円のCRGが利用されているとしている。アメリカは日
本の約9倍のCRGを利用していることになり、日本はいまだ十分なCRG額とは言えないということを示唆している。
ICRGの制度数に関しては、2000年度（平成12年度）で7省22制度であったものが、2007年度（平成19年度）には8府
省37制度に拡大し多様化が進展したと評価している。
「第2期科学技術基本計画では、競争的資金の倍増を目標に掲げる一方、その効果を最大限に発揮させるため、評
価の改善、研究機関による経費管理、データベースの整備等の制度改革を併せて行うことを求めた。これを受け、
総合科学技術会議では、平成14年3月、「競争的資金制度改革プロジェクト」を設置して具体的な検討を進め、平成
15年4月の本会議において、「競争的資金制度改革について」を決定・意見具申した。関係府省・配分機関では、こ
の意見具申に従い、間接経費の拡充、プログラムディレクター（PD）・プログラムオフィサー（PO）の配置、研究
計画を重視した審査、若手支援の拡充、独立配分機関への移行等に取り組んできており、一定の進展が見られるも
のの、なお、取組には差がある」として、第2期科学技術基本計画以降のICRGの制度改革の奇跡について言及している。
即ち、第2期科学技術基本計画においてCRG総額自体の倍増の必要性を訴える一方で、資金額自体ではなく資金を利
用した制度の詳細な運営面での改革の必要性が訴えられた。そして、総合科学技術会議に競争的資金制度改革プロ
ジェクトを設置して詳細な制度設計を検討し「競争的資金制度改革について」を発表した。その「競争的資金制度
改革について」に沿って、各ICRGを担当する府省では、①間接経費の拡充、②プログラムディレクター・プログラ
ムオフィサーの設置、③研究計画を重視した審査、④若手支援の拡充、⑤独立配分機関への移行等への取組を開始
した。上記の取組に関しては一定の進展は評価できるが、十分ではないとしている。
「第3期科学技術基本計画では、基本姿勢の一つに、「人材育成と競争的環境の重視～モノから人へ、機関におけ
る個人の重視」を掲げ、競争的環境の醸成として、競争的資金及び間接経費の拡充、組織における競争的環境の醸成、
競争的資金に係る制度改革の推進を求めている。＜中略＞2025年まで視野に入れた長期戦略指針「イノベーション
25」を6月1日に閣議決定した。その中で、早急に取り組むべき政策課題として、「次世代投資の充実と強化」を掲げ、
若手研究者、意欲的・挑戦的研究への思い切った投資等の研究資金改革（若手研究者向け資金の充実と強化、競争
的資金の拡充・見直し、優れた成果を上げた研究の進展のための円滑な資金供給等）のほか、大学改革（研究・教
育両面にわたる国際競争力の強化等）やイノベーションの種となる多様な基礎研究の推進等を提言している」とし
て、第3期科学技術基本計画の基本方針として、①CRG及び間接経費の拡充、②組織における競争的環境の醸成、③
ICRGの制度改革の推進を確認している。また「イノベーション25」の方針として、①若手研究者向け資金の充実と
強化、②優れた成果を上げた研究の進展のための資金供給等を確認している。
「第1章：競争的資金の現状と課題：（3）競争的資金制度の課題」では「研究費制度の現状を見ると、競争的資金
制度の創設が進んだが、各府省や配分機関で制度が細切れになっていて、全体的な視点に欠け、また、交付期間が
短いものが多く、各制度内及び制度間の研究費交付の継続性が不足している。このため、研究が中途半端に終わっ
たり、せっかく成果が出ても、それを長期的に発展させる視点が乏しく、それまでの投資が生かされないおそれが
ある」として、第1にICRGの制度数は増え制度内容も多様化したが、今後は全体的な視点をとり入れることが重要
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であるとしている。第2に交付期間が短い制度が多く研究が中途半端で終了してしまう危惧があるので、研究を継続
していくことを可能にする制度を設計することが必要であるとしている。
「一部制度では、採択率が低いこと、あるいは、細切れの制度設計になっていることなどを背景に、申請件数が
大きく増大する中で、審査の充実を図るには、審査員の確保等の面で限界がある。その結果、採択結果のフィードバッ
クが十分にはできない」として、膨大な申請件数に対して審査員など審査体制が追いつかない現状を指摘している。
「世界各国がイノベーションへの取組を強化する中で、我が国発のイノベーションの創出に向け、ハイリスク研
究（ハイリスクであるが、インパクトのある研究）や独創的な研究への支援の強化が必要である」として、日本発
のイノベーションを発生させるためにも、ハイリスクであるがインパクトのあるいわばハイリスク研究への支援の
強化が重要であるとしている。
「第2期科学技術基本計画期間中に、国立大学の法人化や国立試験研究機関・特殊法人の独立行政法人化が進めら
れたが、それらの運営の基盤となっている運営費交付金や人件費の効率化が求められるなど、多くの法人で研究環
境に厳しさが増している。このため、多くの研究機関では、競争的資金や受託研究等外部資金の獲得によって十分
な研究費を確保しようとしている」として、第2期科学技術基本計画期間中に国立大学の法人化、国立試験研究機関・
特殊法人の独立行政法人化が進展し、それらの機関ではCRG・受託研究等外部資金の獲得による研究費確保の傾向
が強まっていると分析している。
「公的研究費は、国民の税金を原資としており、公正・公平かつ効率的に配分・使用される必要があるが、遺憾
ながら、研究費の不正使用の事案が後を絶たない。＜中略＞単年度会計主義に伴う課題、使用ルールが制度間で異
なることなどに由来する制度の複雑さ、効率の悪さや現場での混乱が、多くの研究機関・研究者から意見があり（文
部科学省「研究費の不正対策検討会」報告参照）、研究資金の効率的・効果的な使用の推進とともに、不正使用の防
止等の観点からも、制度改革や運用の改善が求められる。また、事務体制の弱さと研究者の事務的負担の増大等が
課題となっており、効率化を図りつつ、研究機関における研究支援体制の強化を図る必要がある」として、第1に研
究費の不正使用が発生していると指摘している。第2に研究費不正使用を発生させる温床として単年度会計主義、使
用ルールが制度間で異なるなどの制度の複雑さ、研究機関における事務体制の不備などがあり、それらを改善して
いく必要があるとしている。
「第2章：競争的資金制度改革の基本的な方向性」では今後のICRG改革の主要な方向性を次のように示した。「研
究者が思い切り能力を発揮し、優れた研究を継続・発展できる環境を整えること。生まれた研究成果を社会に生かし、
イノベーションを起こしていくことが可能となる長期的・体系的なシステムを作ること。そのため、各競争的資金
制度の改革を促進するとともに、制度全体の中での位置付けを明確化しつつ、制度間の連携の強化を推進すること」
として、第1に優れた研究を継続的に発展させること、第2に生まれた研究成果を埋もれさせることなくそれらを使っ
てイノベーションを起こすように生かしていく長期的・体系的な制度設計の構築、第3に上記2課題を実現するため
に日本のICRG体系の確認、各制度のミッション・位置付け、制度間連携を明確にする必要があるとしている。
「「モノから人へ」という基本姿勢の下、長期的な戦略に立ち、研究者への支援、特に、意欲のある若い研究者に、
少額でも高い採択率でチャンスを与えて育て、その後、より競争率の高い高額研究費の獲得に進み、やがてトップ
レベルの研究者となるような制度設計とすること（下線は著者。以下同様。）」として、多くの意欲的な若手研究者
に少額でも高い採択率で研究課題を採択し、そこからそれらの研究課題の進捗を評価して高額の研究費を付与して
いく中で、トップレベル研究課題・研究者を生み出すような制度をつくっていくことが基本であるとしている。
「国際競争力を強化するため、トップ研究者のレベルを一層高めるとともに、裾野の多様性を維持しつつ、研究
者層の厚みを増すこと。そのため、若手の採択率を高める、萌芽的な研究にチャンスを与えると同時に、新たな視
点で裾野を広げる制度設計の検討を進めること」として、研究者層全体を充実させるために裾野を拡大させる方向
性とトップクラス研究者支援を強化する方向性の2つが必要であるとしている。
「公的研究費が公正・透明に配分され、また、効率的・効果的に使用されて、研究開発の成果が最大化するよう、
ルールの統一化等の制度改革を進めること」として、配分研究費が公正に利用され研究成果が最大化するように各
種ICRGにおけるルールの統一化が重要であるとしている。
「第3章：具体的方策：（1）イノベーションの種となる基礎研究の多様性・継続性の確保と出口につなぐシームレ
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スな仕組みの構築」では「第2期科学技術基本計画では、競争的資金の倍増目標を掲げたが、厳しい財政状況の下で、
科学技術関係予算全体の伸びが低かったこともあり（総規模の目標24兆円に対し、21.1兆円）、計画期間中の競争的
資金の伸びは、約1.6倍にとどまった」として、第2期科学技術基本計画での期間中のCRG拡大の方針は目標の2倍に
は達することはなかったが、約1.6倍に拡大したとしている。
「競争的資金の制度数が増え、多様化が進んだが、各制度の趣旨や違いが必ずしも明確ではなく、また、評価結
果がその後の資金配分に十分に活用されていないなど、制度内及び制度間の連携が不十分である（昨年から、我が
国の主要な配分機関である日本学術振興会、科学技術振興機構、新エネルギー・産業技術総合開発機構の間での情
報交換のための連絡会が開催されているが、こうした取組は一部にとどまっている。）このため、せっかく研究成果
が出ても、研究費が途切れてその後の発展がない、それまでの投資（すなわち税金）が生かされていない場合があ
るなどの問題が指摘されている」として、ICRGの数も増えICRGの制度内容も多様化してきているが、制度内連携・
制度間連携が不十分なため採択され実行された研究課題・研究成果を長期的・継続的に生かしていくことができて
いない現状を指摘している。
「一部制度では、採択率が低く（例えば、科学研究費補助金の平成18年度新規採択率は23.5%。なお、欧米では、
一般に、30%超は必要と言われている。）、また、一件当たりの金額が小さい（例えば、科学研究費補助金の平均額
は約300万円、米国NIH（国立衛生研究所）は約4,700万円、同NSF（国立科学財団）は約1,500万円）。また、短期間
の交付制度が少なくないことなどから、研究者が同時に複数の研究費の獲得に注力せざるを得ない状況にあり、そ
の結果、多くの研究者が安定して研究できる環境にない（※）。また、同一テーマで更に研究を継続したくとも、研
究期間の延長の仕組みは、一部の制度にとどまっている。なお、米国では、研究の継続中に次の研究費申請が可能
であり、新たな採択の審査に際しては、それまでの研究成果の評価も併せて行うなど、切れ目のない研究をスムー
ズに支援する仕組みが整っている。※例えば、米国NIHの新規応募件数は約3.5万件であるのに対し、日本の科学研
究費補助金は約10万件」と説明している。即ち、第1に採択率に関していまだ欧米の平均的採択率30%には到達せず、
日本最大のICRGである科学研究費補助金でも23.5%と低い水準である。第2に一件当たり平均研究費について、例え
ば、アメリカのNIHは約4,700万円、NSFは約1,500万円、日本の科学研究費補助金は約300万円であり、十分ではない
としている。第3に交付期間が短いものがあり研究者が安定して研究できる環境としては不十分であるとしている。
「具体的方策」として以下のようなことが提示された。「イノベーションの芽は基礎研究から生み出されるもので
あり、幅広い基礎研究の継続的な支援を拡充するとともに、その成果を社会・国民への還元につなげるシームレス
なファンディングシステムを、府省・機関等の縦割りを排除し、かつ、多様性を維持しつつ構築する。この観点から、
現在37ある競争的資金制度について、その趣旨・目的や研究資金全体の中での位置付けを明確化しつつ、必要に応
じ整理・統合した上で、制度間の連携を強化する。また、各制度においても、外部の意見を聴きつつ、定期的にレビュー
を行い、種目・プログラムの整理・統合を含めて制度・運用の改善に努める必要がある。なお、その際、一つの制
度の企画・運営が複数機関にまたがる場合は、制度内の整合の取れた全体設計や改革が円滑に行われにくくなるお
それがあることを勘案し、一つの制度は、一つに配分機関に集約されることが望ましい」として、採択された研究
課題の成果を継続して支援していくためにも現在37あるICRGの整理・統合と制度間連携の強化の必要性について言
及している。
「競争的資金の研究期間は、3～ 5年間を基本とするとともに、制度の特性に応じ、研究最終年度評価と次の研究
費申請の事前評価とを一体的に行うこと等により、成果の上がった研究を継続的に支援可能とし（「更新制」）、優れ
た研究を長期・安定的に推進する」として、研究最終年度評価と継続的に研究費を申請するための事前評価を一体
的に行うこと等によって、卓越した研究課題を長期的安定的に支援していくことが必要であるとしている。「若手向
けの競争的資金を充実・強化することにより、若手研究者に挑戦の機会を与え、その結果や研究能力を厳格に評価
して、より競争率の高い高額（本格的）な研究費の獲得に進み（ステップアップ）、国際レベルの研究者に育てるよ
うな継続的で体系的な制度設計を行う」として、若手研究者に対しては広く研究資金を配分し、それによる研究成
果を評価してより本格的な研究費を付与し次第に国際レベルの研究者に育成していくというような段階的戦略的な
CRG配分を行っていくことが必要であるとしている。
「全ての競争的資金制度で、間接経費30%の措置をできるだけ早期に実現することを目指す」として、全ての
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ICRGで間接経費30%措置を実現すべきとしている。
「競争的資金から人件費を支給できる研究者の対象を拡大する。また、競争的資金獲得者や優れた研究成果を挙
げた人に対する経済面での処遇等について、研究機関の自主的取組を促進する」として、CRGによる人件費支給可
能な対象者を拡大すべきとしている。
「優れた研究成果をイノベーションにつなぐシームレスな仕組みを構築するため、研究評価結果の次の資金配分
への活用促進等、資金制度間の連携強化を進めるとともに、特許化、技術移転、成果発表等を配分機関側で支援す
る仕組みを充実し、社会・国民への還元に資する」として、卓越した研究成果をイノベーションにつなげるために
研究成果に関する特許化、技術移転、成果発表等を促進する仕組みを、資金配分機関が十分に用意する必要がある
としている。
「競争的資金制度の特性に応じ、研究最終年度評価と次の研究費申請の事前評価とを一体的に行うことで、研究
期間を実質的に延長できる｢更新制｣を拡大する（再掲）。併せて、配分機関において、支援と成果の全体像を把握・
分析し、PO間の情報交換、審査員の相互乗り入れ、研究最終年度評価の結果を次の他制度での研究計画の審査に活用、
評価結果のデータベース化とその公表等により、配分機関間・制度間での連携を強化し、優れた研究には、研究費
が途切れることなく支援され、イノベーションにつなげていく仕組みを構築する。また、これに伴い、必要に応じ
て中間評価等の実施時期を見直すなど評価の合理化を図る」として、第1に研究最終年度評価と次の研究費申請の事
前評価との一体的な実施によって研究期間を延長する更新制を整備すること、第2に研究最終年度評価結果の次の他
制度での研究計画審査への活用、第3に研究評価結果のデータベース化とその公表等による配分機関間・制度間連携、
第4に各制度におけるPO・審査員間の交流等によって卓越した研究課題に対する長期的支援を実現していくべきとし
ている。
「第3章：具体的方策：（2）若手・女性研究者に魅力的な研究環境づくり」では次のように示された。「若手研究
者向け競争的資金は、第2期科学技術基本計画期間中に拡大し、平成14年度の6制度・8プログラム、約270億円から、
平成19年度には11制度・16プログラム、約430億円となった。競争的資金予算額に占める割合も7.8%から9.0%に拡大
している。ちなみに、科学研究費補助金における「若手研究」「特別研究員奨励費」の配分割合も拡大し、平成19年
度からは、大型の「若手研究（S）」も新設された」として、若手研究者向けCRGが平成14年度の6制度・8プログラム・
予算約270億円・CRG総額中シェア7.8%から、平成19年度に11制度・16プログラム・予算約430億円・CRG総額中シェ
ア9.0%と、規模の点で拡大したと現状について述べている。
「＜具体的方策＞①将来のイノベーションの中核を担う若手研究者の自立を促進する観点に立って、思い切った
支援を行うため、競争的資金全体の拡充を目指す中で、若手向けの競争的資金の充実・強化を図り、若手研究者へ
の研究資金配分比率を相当程度高めることを目指す。
●特に研究者としてのスタートアップの時期（博士号取得又は研究者としての採用後5年間：概ね35歳まで）につい
て、科学研究費補助金等の競争的資金の採択率の向上により、意欲のある若手に対し、少額であっても独自の研
究に挑戦する機会を保証する制度設計と運用を行い、魅力的な研究環境を整備する。その後は、結果や研究能力
の厳格な評価をもとに、より競争率の高い高額（本格的）な研究費の獲得にステップアップし、国際レベルの研
究者として育っていくような競争的な仕組みを基本とする。＜中略＞
●テニュア・トラック制（※）の拡大、大学・独立行政法人等と企業間の人材の流動化の促進、アカデミックな研
究職のみならず社会の多様な場で活躍できるキャリアパスの形成等、研究資金関係以外を含めて、素質豊かな若
い人材が、希望を持って研究等の道に進み、成長していくことを支援する環境の整備を更に進める必要がある。
※若手研究者が、厳格な審査を経てより安定的な職を得る前に、任期付きの雇用形態で自立した研究者としての
経験を積むことができる仕組み
●優れた研究者を確保するため、大学院生向けの支援を図る観点から、博士課程（後期）在学者に対するフェロー
シップの充実を図るとともに、競争的資金によるRA（リサーチアシスタント）などの待遇を充実するなどによ
り、第3期科学技術基本計画に掲げる博士課程（後期）学生に対する支援目標（20%程度）の達成を目指す」とし
ている。即ち、第1に博士号取得又は研究者としての採用後5年間、概ね35歳までのスタートアップの時期に位置
する若手研究者に対しては、少額であっても採択率を上げ広く研究資金を配分する必要がある。第2に前記の少額
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の配分研究資金による研究課題遂行の結果から生まれた研究成果を評価して卓越したものに対しては段階的に高
額の研究資金を配分して国際的水準の研究者に育成していく。第3にテニュア・トラック制拡大、大学・独立行政
法人等と企業間に人材流動化促進などによって、若手研究者の研究能力が生かせる仕事を拡大していくことが必
要であるとしている。第4に将来の若手研究者になる博士課程（後期）在学者への支援を、フェローシップ充実、
CRGによるリサーチアシスタント待遇充実などによって拡大する必要があるとしている。
「第3章：具体的方策：（3）ハイリスクでインパクトのある研究や独創的な研究の強化」の中で「競争的資金制度
が増え、多様化が進んでいるが、審査（公募、専門家によるピアレビューが中心）・評価（事前・中間・事後など）
やマネージメントの仕組みが画一的であり、特にハイリスクであるが、インパクトのある研究（失敗のリスクは大
きいが、成功すれば多大なリターンやブレークスルーが見込まれるもの。以下「ハイリスク研究」という。）や独創
性の高い研究が的確に拾い上げられにくいとの指摘がある。米国のDARPA（国防高等研究計画局）では、大学等に
おける新しい研究アイディアと実用化研究との橋渡しをするハイリスクな研究の支援を行い、そこからインターネッ
トやGPSなどの多様なイノベーションを誘発している。またNIHやNSFでも、2004年からハイリスク研究への新たな
ファンディング制度を設けた。＜中略＞ハイリスク研究や独創的な研究が適切に評価・実施されるよう、従来の制
度とは観点を異にした審査や事後評価の方法・基準、マネージメントの仕組みを、制度の特性等に応じて導入する（例
えば、合議制ではない採択方法、アイディアや「人」の重視、プログラムマネージャーの広範な権限・責任等）」と
して、現状のICRGでは審査・評価等の仕組みが画一的で失敗のリスクは大きいが成功すれば巨大なリターンやブレー
クスルーが期待できる「ハイリスク研究」が採択されにくいと分析している。アメリカではDARPAがハイリスク研
究支援を行いそこからインターネット・GPSなどの技術も発生し、2004年からはNIH・NSFでもハイリスク研究対象
の特別プログラムを開始したと説明し、日本にあっても従来とは異なる制度運営方法、例えば、合議制ではない採択、
アイディア重視の採択、プログラムマネジャーの権限・責任などによってハイリスク研究支援を開始する必要があ
るとしている。
「第3章：具体的方策：（4）評価体制の強化」では「外国人審査員や英語での応募受付等は、一部制度にしか導入
されておらず、日本への外国人研究者の招聘を促進する上で課題の一つになっているとの指摘がある。＜中略＞研
究者の国際意識を高めるとともに、外国人研究者の招聘促進により、研究水準の向上を図る観点から、大型（高額）
研究費を中心として、制度の特性等に応じ、外国人審査員の拡大、英語による公募要領・申請受付・審査の拡大といっ
た国際化を推進する。研究計画をより重視した内容の濃い評価を推進するには、研究計画書の充実を図る一方、審
査員一人当たりの件数を下げる必要がある。このため、研究者のニーズも踏まえつつ、競争的資金の細切れ（交付
期間が短いなど）を極力なくし、また、類似制度・種目の整理・統合を進めるなどにより、1件当たりの規模を最適
化し、研究者が安心して継続的に研究できる機会を保証することで、応募件数を大きく引き下げるとともに、不採
択理由の研究者への開示を促進する。審査・採択方法、審査基準や評価項目・基準、マネージメントシステムなど
は、画一的ではなく、各制度や分野の特性等に応じて適切なものとする。例えば、政策課題対応型の競争的資金では、
研究者だけでなく、技術管理や科学技術政策の専門家等を加えることも考えられる」としている。つまり、第1に外
国人研究者の招聘促進により日本の研究水準の向上を図るためにも、英語による公募要領・申請受付・審査の拡大、
外国人審査員の拡大を展開していく必要があるとしている。第2に交付期間の適正化・類似制度や種目の統合などに
より各制度の各プログラムの規模を最適化して研究者が安定的長期的に研究に専念できるようにし、それが応募件
数過剰の解消になるとしている。第3に審査方法・審査基準などは、各制度において決して画一的ではなく多様なも
のにしていく必要があるとしている。
「第3章：具体的方策：（5）研究資金の効果が最大になる公正・透明で効率的な配分・使用システムの確立」の中で「平
成15年度以降、PD・POの配置等、欧米を参考にした評価システムの改革が進められており、平成18年度には、PD
が32制度（専任は10制度）、延べ52人、POが34制度（専任は18制度）、延べ459人、それぞれ配置されている。しかし、
PD・POの多くは非常勤であり、かつ、人数が少なく、一部の制度では本省職員が兼務しているなど、当初計画して
いた役割を十分には果たせていない場合が多い。平成15年度以降、効率的・弾力的な制度運用や専門性等の観点から、
独立した配分機関への移行を進めているが、なお6割の制度が本省で執行しており、これが、研究費の交付時期の早
期化、研究費の効率的な使用を推進する際に支障を生じている面がある。また、独立行政法人ではなく、国の機関
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に一部を移管している制度がある。
研究費の不正使用の事案がなお散見され、社会・国民の科学技術に対する信頼を損ねる結果となっている。研究
費の管理・監査等、不正防止対策の取組が進められているが、府省・機関によって、差がある。機関管理の仕組み
が必ずしも十分とは言えない制度もある。研究費の使用や管理に関するルールや手続きが各競争的資金制度によっ
て異なり（例えば、費目間流用の許容範囲、使途の制限、備品基準、人件費等の単価、実績報告書の提出期限等（※））。
なお、科学技術振興調整費等の委託費と科学研究費補助金等の補助金との取扱いの違いに由来するものを含む。）、
その結果、研究現場に混乱と事務負担増を招いているとの指摘が多い。（※）例えば、科学研究費補助金では、当該
補助事業の遂行に必要であれば、研究代表者・研究分担者以外の研究協力者等への旅費、謝金の支出が可能である。
一方、科学技術振興調整費では、旅費の支出が可能なのは、委託業務従事者（学生を含む）であり、委託業務従事者は、
受託機関との雇用契約の締結が原則である。また、厚生労働科学研究費補助金等では、人件費に使用できる研究課
題や外国旅費の対象が限られている。＜中略＞間接経費の措置が進み、大部分の制度で直接経費の30%又は上限30%
となっているが、科学研究費補助金の一部種目や厚生労働科学研究費補助金の一部（3,000万円以下の課題）などでは、
まだ間接経費が措置されていない。また、民間企業等の場合に大幅に縮減する（例えば10%）制度も見られる。＜中
略＞資金交付の遅れや、単年度会計主義の要請から、競争的資金についても、原則として、年度を越えた予算執行
ができないことなどにより、年度当初に研究費が不足したり、研究期間が中断される、研究期間が十分に確保でき
ないといった意見が多くの研究者から出されている（前掲「研究費の不正対策検討会」報告参照）。単年度会計主義
の例外として、繰越明許費制度が多くの制度で認められているが、周知不足や、個別課題毎に財務大臣承認が必要
になることもあり、これまで利用実績は極めて少なかった（平成17年度の科学研究費補助金では55件、厚生労働科
学研究費補助金では0件）。ただし、科学研究費補助金では、平成18年度に繰越事由の要件が明確化され、研究現場
にも周知が図られた結果、繰越件数が10倍以上に急増している。＜中略＞米国のNIHやNSFなどでは、研究者・研究
機関への資金配分は会計年度中に行わなければならないが、研究者の側については、当該資金による研究期間内で
あれば、会計年度を越えて研究費を使用できるなど、研究計画の変更等に応じた弾力的な研究費使用が可能な仕組
みになっている」と現状を述べている。第1にPD・POの配置に関しては進展したが、いまだその大半が非常勤であ
ることもあり十分でないとしている。第2にICRG運営の独立配分機関への移行に関しても進展したが、いまだ6割ほ
どのICRGが各本省によって運営されているとしている。第3に研究費の不正使用が多発しているが、その背景の一
つとして制度間でルールが異なっている現実があるとしている。第4に間接経費措置に関してはかなり進展したが、
いまだ一部のプログラムで実現していないとしている。第5に繰越明許費制度の利用は当初少なかったが、2005年度 
（平成17年度）以降拡大しているとし米国のNIH・NSFなどでは研究者サイドの研究期間内の年度を越えた配分研究
費使用が弾力的に認められている現状に言及している。
そして具体的方策として次のように述べている。「競争的資金の評価・配分機能を、本省各課から、各々の制度全
体を統括する独立配分機関（原則として独立行政法人）に移行し、専任のPD・POを、権限と責任を明確化しつつ十
分に配置して、その体制を強化・確立していく必要がある。このため、現在、本省が担っている競争的資金制度に
ついても、できるだけ早期に、原則として、独立した配分機関に執行を移すべきである（研究機関と配分機関を包
含する機関に移管する場合は、利益相反の厳格なマネージメントが不可欠である。）。なお、その前提として、運営
費交付金を効率化する中で競争的資金に配慮するなど、配分機関である独立行政法人がその機能を発揮しやすい環
境を整備する必要がある。総合科学技術会議が昨年8月にとりまとめた「公的研究費の不正使用等の防止に関する取
組について（共通的な指針）」を踏まえ、不正使用等に対して厳正に対処するとともに、ルールの整備・明確化、ガ
イドラインの作成、機関管理の徹底、配分機関における相談機能の強化、競争的資金の交付に当たっての研究機関
の管理・監査体制の状況確認等不正使用の防止の取組を徹底する。総合科学技術会議は、その取組状況を点検し、
不適切な場合は、関係府省に対し改善を求める。＜中略＞なお、米国の制度にあるような、特段の手続きなしに一
定範囲以内であれば年度をまたいで使用できる仕組みや、研究期間の始期を資金交付時期からとするといったこと
についても、単年度会計主義との関係を整理しつつ、中長期的課題として検討することが望まれる」と提案を示し
ている。即ち、具体的方策として、第1に本省各課が担っているICRGを専任のPD・POが配置された独立した配分機
関に移行する必要があるとしている。第2に総合科学技術会議が作成した「公的研究費の不正使用等の防止に関する
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取組について（共通的な指針）」に従って、各機関はルール整備、ガイドライン作成などの多様な取組をするように
とした。第3にアメリカのICRGでのように柔軟に年度を越えて研究費を使用できる制度設計も検討すべきとしてい
る。
「第4章まとめ」では次のように制度改革の内容をまとめている。
「（A）研究資金制度の改革を行うことが必要なもの①若手研究者の支援の充実・強化、②成果が上がった若手を更
に引き上げ、より高額の支援へ導く長期戦略に基づいた制度設計と「更新制」の導入、③制度を簡素化し、応募件
数を下げて審査を充実、④人件費の支給可能対象の拡大、⑤女性研究者支援の拡充、⑥全制度で間接経費30パーセ
ントの早期実現
（B）新しい制度設計が必要なもの①ハイリスク研究・新領域開拓研究の強化、②トップレベル研究者の層を厚くす
る。そのため、次世代を担う研究者を生み出す多様な研究機関の強化・育成を図り、裾野を拡大し、人材の流動性
を高める、③汎用大型研究設備の研究機関における計画的整備と共用の推進
（C）既存の制度の運用の改善によって可能なもの①各競争的資金制度の目的の明示と科学技術関係予算全体の中で
の位置付けの明確化を行うとともに、制度間の連携の強化、②年度を越えた研究費使用の円滑化、③研究資金配分
業務を原則として独立配分機関に移行、④各競争的資金制度間でのルールの統一化、⑤研究費の公正・透明で効率
的な使用確保のための運用改善」として『競争的資金の拡充と制度改革の推進について』で提案された内容を、第1
に現存制度の改革で実現するもの、第2に新規制度構築で実現するもの、第3に現存制度の運用改善で実現するもの
に分け整理しまとめとしている。
『競争的資金の拡充と制度改革の推進について』では特に以下の政策方針の提示が重要であると考える。第1に卓
越した研究課題を長期的継続的に支援していくシームレスな制度設計の構築を訴えている。即ち、研究費交付期間
が十分でないために軌道に乗った研究課題を中途半端で終了させてしまっている事例があることから、研究期間更
新の仕組みの整備、研究最終年度評価と継続的に研究費を申請する事前評価の一体的実施、研究最終年度評価の他
制度の研究計画審査への活用、各ICRGプログラムのPO・審査員間の情報交換等によって卓越した研究課題を中長期
的に効果的に支援していく制度を高度化する必要があるとしている。
第2にハイリスク研究（ハイリスクであるがインパクトのある研究）への支援の強化を提唱している。即ち、アイディ
ア重視の採択、合議制ではない採択、POの権限と責任による採択等によって、従来の審査プロセスでは看過される
可能性がある独創性の極めて高い発想をベースにしたハイリスク研究を拾い上げ伸ばす必要があるとしている。
第3に若手研究者支援のさらなる高度化を示唆している。即ち、研究者として採用後5年間、概ね35歳までのスター
トアップの時期に位置する若手研究者に対しては、少額であっても採択率を上げ広く研究資金を配分することが有
効であるとして、産出された研究成果を評価して段階的に高額の研究資金を提供し、結果として若手研究者とその
研究課題を伸ばしていくような制度の構築を目指すべきとしている。またテニュア・トラック制拡大、大学・独立
行政法人等・企業間等での人材流動化促進などによって若手研究者の研究能力が生かせる仕事を拡大していくこと
も必要であるとしている。
第4に将来の若手研究者である博士課程在学者への支援の高度化を提案している。即ち、CRGによるRA（リサー
チアシスタント）等の待遇を高めたりフェローシップ充実等によって、博士課程在学者への支援を充実させていく
べきとしている。
第5にICRGの整理統合とICRG間連携の強化またICRG内プログラムの整理統合を提唱している。即ち、37ある
ICRGを日本全体のICRG体系の中での位置付けを明確化しつつ必要に応じ整理統合した上で、制度間の連携を強化す
べきと主張している。また、各ICRG内においても定期的にレビューを行いプログラムの整理統合を行う必要がある
としている。そして一つのプログラムの企画・運営が複数機関にまたがると、プログラム内の整合の取れた全体設
計や改革が円滑に行われにくくなるおそれがあるので、一つのプログラムの企画・運営は一つの配分機関が担当す
ることが望ましいとしている。
第6に全ICRGの全プログラムでの間接経費の直接経費比30%措置の実現を訴えている。即ち、間接経費の措置が進
み多くのICRGの多様なプログラムで直接経費の30%又は上限30%の間接経費措置が実現している。しかし科学研究
費補助金の一部プログラムや厚生労働科学研究費補助金の一部プログラム等ではまだ間接経費が措置されていない
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状況等があるので、早期に全ICRGの全プログラムにおける間接経費の直接経費比30%措置実現を目指すべきとして
いる。
第7にCRGによる人件費支給の拡大を訴えている。つまり、CRGから人件費を支給できるスタッフの対象を拡大し
たり、CRG獲得者やそれによって優れた研究成果をあげた研究者に対して経済面での処遇を対応させるべきとして
いる。
第8にCRGによる研究成果をイノベーションに連動させる制度の高度化を示唆している。即ち、優れた研究成果を
イノベーションにつなぐシームレスな仕組みを構築するため、ICRG間の連携強化を進めるとともに、特許化、技術
移転、成果発表等をSPAサイドで迅速に行うべきとしている。
第9に外国人研究者招聘等による海外の研究力の活用を訴えている。即ち、英語による公募要領・申請受付・審査
の拡大といった運営の国際化を推進する等して、外国人研究者の招聘促進により研究水準の向上を図るべきとして
いる。また大型（高額）研究費を中心として外国人審査員の拡大にも言及している。
第10に研究費の不正使用防止ルールの高度化を提案している。CSTPがまとめた「公的研究費の不正使用等の防止
に関する取組について（共通的な指針）」を基準に、不正使用等に対する厳正な対処を確認した。また各ICRG担当
府省等はルールの整備、ガイドラインの作成、機関管理の徹底、配分機関における相談機能の強化、CRG交付に当たっ
ての研究機関の管理・監査体制の状況確認等不正使用の防止の取組を徹底すべきとした。CSTPは各ICRG担当府省
の取組状況を点検し、不適切な場合は関係府省に対し改善を求めることを確認した。
第11にICRGの独立配分機関への全面的移行を示している。（9）即ち、未だに本省各課が運営を担うICRGを早期に
独立配分機関（独立行政法人）にその運営権限を委譲すべきとしている。そして、運営費交付金を効率化する中で
CRGに配慮するなど配分機関である独立行政法人がその機能を発揮しやすい環境を整備する必要があるとしている。
おわりに
ICRGは多様な研究者・研究機関が有する潜在的に価値的な研究課題を発掘・展開し、又研究者・研究機関間競争
を促進し結果として国家の基礎研究力の上昇に寄与する科学技術政策上の最重要な制度である。日本のICRGは特に
1990年代以降に多数の政策実践のバックグラウンドとしてのポリシービジョンを原動力に変革を繰り返し制度上の
高度化を実現してきた。そして2007年にはCSTPから『競争的資金の拡充と制度改革の推進について』が提示され、
ICRGのさらなる高度化が進展するものと考える。
科学技術の発展を促進する研究成果を生み出すことができるのは、あくまで研究者・研究機関といった研究主体
である。よって基本的に科学技術政策の多様な政策形成は常に広範な研究主体からの意見やニーズを吸い上げなが
ら展開されるべきである。ICRGに関しても同様である。申請手続き全般、分科細目、審査方法全般、評価項目、評
価基準、採択率、配分研究費額、配分研究費使途、年度間繰越、研究成果報告、研究成果利用等、多様なICRG上の
課題について広範な研究者・研究機関からの率直な意見等をヒアリングしながら有効な制度設計・制度構築を目指
していくことが重要である。
註
（1）日本の包括的な科学技術政策の発展過程については、拙著「科学技術戦略の形成－1980年代以降の日本におけ
る包括的科学技術政策体系の形成と特徴点－」長岡大学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践報告』
第2号（通巻6号）2003年を参照
（2）アメリカの科学技術政策の制度については、拙著「アメリカの科学技術政策システムーボトムアップ型政策立
案＆トップダウン型政策展開と大学における競争的環境の形成」長岡大学生涯学習センター『生涯学習センター
研究実践報告』第4号（通巻8号）2007年を参照
（3）大学研究者の研究活動を支える研究費は一般的に経常的研究経費とCRG、さらに奨学寄附金・受託研究費・民
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間等との共同研究による研究費などで構成される。
（4）日本においても研究機関自体が運営資金の多くの部分を CRGによってまかなう方針を打ち出すようになってき
ている。例えば、東京大学先端科学技術研究センターでは研究資金の大部分をCRG によって賄う方針を打ち出
している。2006年には人権費を含めた運営資金の70%をCRGによって賄う目標を出している。
（5）アメリカ・イギリスでは国家によるICRG 以外に民間財団による大規模なICRG がある。日本でも民間財団によ
るICRG も増加しているが、いまだそのCRG額は少なく支援期間も短い。
（6）特に1993年は基礎科学振興元年と呼ばれるエポック・メイキングな年であった。即ち、1993年度以降に景気対
策としての公共事業の中に科学技術関係経費が認められるようになり、科学技術関係経費が補正予算で手当て
できるようになった。
（7）1959年に科学技術会議は設置された。科学技術会議は内閣総理大臣を議長として、関係閣僚、科学技術政策等
の専門家で構成された。2001年に科学技術会議を発展させた形で総合科学技術会議（CSTP）が設置された。
（8）2006年度時点でPD・PO が大半のICRGで配置されたことは制度上の発展と言えるが、PD・POの多くが非常勤
スタッフであるという点が、原則として専任のPD・POを配置しているアメリカの制度と比較するといまだ十分
ではない。
（9）独立配分機関は科学政策ないし科学振興に特化したScience Policy Agency（SPA）でもある。日本のSPAとし
てはJSPS（日本学術振興会）・JST（科学技術振興機構）・NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）が
卓越した組織として機能している。
主要参考文献
“A Makeover for NIH’s Peer-Review Process”, Chronicle of Higher Education, March 18 ,2005
Oﬃce of Science and Technology Policy, What we do, 2007
Ronsenbloom, R, S, and Spercer, W.T., Engines of Innoration, Harvard Business School Press, 1996
赤池伸一　「総合科学技術会議について」『研究　技術　計画　Vol.15, No.1.』18ｐ－23p　2000年
飯田益雄『科学研究費の基礎知識―文部省の制度・運営・審査の周辺を複眼で見る―』科学新聞社　1993年
遠藤啓　『科研費の解説―確かな理解のために―』ぎょうせい　1998年
科学技術会議編『社会とともに歩む科学技術を目指して』大蔵省印刷局　平成12年（2000年）
科学技術・学術審議会学術分科会「競争的研究資金制度改革について（意見）」平成15年（2003年）
科学技術政策史研究会　『日本の科学技術政策史』未踏科学技術協会　平成2年（1990年）
科学技術庁　『科学技術庁年報39　平成6年度』　大蔵省印刷局　平成7年（1995年）
101
科学技術庁　『科学技術庁年報40　平成7年度』　大蔵省印刷局　平成9年（1997年）
科学技術庁　『研究開発の評価の現状　平成10年度版』大蔵省印刷局　平成11年（1999年）
科学技術庁　『研究交流ガイドブック』大蔵省印刷局　昭和63年（1988年）
科学技術庁　『平成4年版　科学技術白書』大蔵省印刷局　平成4年（1992年）
科学技術庁　『平成12年版　科学技術白書』　大蔵省印刷局　平成12年（2000年）
科学技術庁科学技術政策局　『科学技術基本計画（解説）』大蔵省印刷局　平成9年（1997年）
科学技術庁科学技術政策局　『科学技術要覧　平成12年版』大蔵省印刷局　平成12年（2000年）
科学技術庁科学技術政策局　『平成11年度　民間企業の研究活動に関する調査報告』　大蔵省印刷局　平成12年
（2000年）
科学技術庁科学技術政策研究所　『新しい産業創造拠点を目指して』大蔵省印刷局　平成8年（1996年）
科学技術庁科学技術政策研究所　『体系　科学技術指標　1991年版』大蔵省印刷局　平成4年（1992年）
科学技術庁科学技術政策研究所　『科学技術指標　1994年版』大蔵省印刷局　平成7年（1995年）
科学技術庁科学技術政策研究所　『科学技術指標　2000年版』大蔵省印刷局　平成12年（2000年）
科学技術庁研究開発システム検討会　『夢と戦略のある研究開発システムをめざして』　大蔵省印刷局　平成10年
（1998年）
科学技術庁資源調査会　『国有特許の今後の展望』大蔵省印刷局　昭和61年（1986年）
ぎょうせい編『文部科学省科学研究費補助金採択課題・公募審査要覧』（平成13年度上～平成18年度下）ぎょうせ
い　平成13年～平成18年（2001年～2006年）
ジョエル＝J＝オロズ（長岡智子他編）『助成という仕事：社会変革におけるプログラム・オフィサーの役割』明石
書店　2005年
総合科学技術会議『科学技術基本計画に基づく分野別推進戦略』財務省印刷局　平成13年（2001年）
総合科学技術会議「競争的研究資金制度改革について中間まとめ（意見）」平成14年（2002年）
総合科学技術会議「第26回総合科学技術会議議事要旨－資料2：競争的研究資金制度改革の検討状況について」
2003年
通商産業省　『大変革する日本の研究開発』通商産業調査会出版部　1996年
102
通商産業省工業技術院　『産業科学技術研究開発指針』通商産業調査会出版部　1994年
通商産業省工業技術院　『産業技術戦略』通商産業調査会　平成12年（2000年）
内閣府編『科学技術政策レポート2003』国立印刷局　平成15年（2003年）
中村陽一　「アメリカ政府の科学技術行政（上）」『研究　技術　計画 Vol.3,No 2』1988年
中村陽一　「アメリカ政府の科学技術行政（下）」『研究　技術　計画　Vol.3,No3』1988年
野村浩康他『科学研究費補助金からみる全国大学総合ランキング：科学研究費補助金採択研究課題数による大学の
研究活性度の調査研究』慧文社　2005年
原現吉『科学研究費―その成立ちと変遷―』科学新聞社　1982年
広田秀樹「日本の科学技術政策における政策システムの発展と課題－新規重点政策領域における政策主体と政策手
法に関する一考察－」長岡大学地域研究センター『地域研究』第2号（通巻12号）2002年
広田秀樹「科学技術戦略の形成－1980年代以降の日本における包括的科学技術政策体系の形成と特徴点－」長岡大
学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践報告』第2号（通巻6号）2003年
広田秀樹「アメリカの科学技術政策システムーボトムアップ型政策立案＆トップダウン型政策展開と大学における
競争的環境の形成」長岡大学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践報告』第4号（通巻8号）2005年
藤末健三編著・江藤学著　『日本の技術革新の活性化』通商産業調査会出版部　平成11年（1999年）
牧田東一編著『プログラム・オフィサー：助成金配分と社会的価値の創出』学陽書房　2007年
文部科学省『平成13年版　科学技術白書』財務省印刷局　平成13年（2001年）
文部科学省『平成14年版　科学技術白書』財務省印刷局　平成14年（2002年）
文部科学省『平成15年版　科学技術白書』財務省印刷局　平成15年（2003年）
文部科学省科学技術・学術政策局『科学技術要覧』財務省印刷局　平成14年（2002年）
文部科学省科学技術・学術政策局編『平成13年度　民間企業の研究活動に関する調査報告』財務省印刷局　平成14
年（2002年）
